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略称の一覧  
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統合戦略 統合イノベーション戦略 
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GNT グローバルニッチトップ。ニッチ分野において、グローバル市場でもトッ

プの地位を築いている企業 
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NIMS 国立研究開発法人物質・材料研究機構 
NEDO 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
理研 国立研究開発法人理化学研究所 
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1. 目的と概要 

1.1 目的 

科学技術基本計画は、科学技術基本法に基づき政府が策定する計画であり、内閣府政策統

括官（科学技術・イノベーション担当）（以下「内閣府」という。）は基本計画の策定に係

る事務を所掌している。現行の基本計画（以下「第 5期基本計画」という。）は 2016年度
から 2020年度までの 5年間の計画であり、2021年度からは次期基本計画が実施される予定
である。このため、内閣府は、2019 年度から、第 5 期基本計画のレビュー（実施状況の評
価及び課題の分析等）を行うとともに次期基本計画の策定に向けた検討を本格的に実施す

ることとしている。 
本委託事業は、内閣府による上記検討に資するため、第 5期基本計画のレビュー及び次期
基本計画の策定に関する調査・分析等を行うものである。 

1.2 全体フローとコンソーシアム内の分担 

株式会社三菱総合研究所と公益財団法人未来工学研究所が「基本計画レビューコンソー

シアム」を構成して実施した。 

 
図 1-1 全体フローとコンソーシアム内の分担 

1.3 公的シンクタンク連携 

CSTIでの検討へ貢献するため、公的シンクタンクと連携して委託調査を進めた。 

l シンクタンクの既存の統計データ・分析を活用 
l 仮説の設定や深堀りの実施 

（３）我が国及び国際社
会の将来像に関する調査・
分析

（１）主要国等における科
学技術・イノベーション政策
の動向等の調査・分析

（２）第5期基本計画のレ
ビューに関する調査・分析等

（４）次期基本計画の策
定に関する調査・分析

（５）科学技術・イノベー
ションに関する国内外への情
報発信・議論の場の確保等
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図 1-2 公的シンクタンク連携 

 

表 1-1「第 6期科学技術基本計画レビューに関するシンクタンク連携」実施内容 

回 日時 場所 内容 
1 2019年 10月 23日（水） 

8:30-11:30 
株式会社 
三菱総合研究所 

(1) 本会合の背景・趣旨について） 
(2) 第 5 期科学技術基本計画の目標値等の
進捗状況に関する意見交換 

(3) 次回以降の進め方について 
2 2019年 11月 13日（水）

15:0-17:00  
株式会社 
三菱総合研究所 

(1) 「重要テーマ・仮説設定」の位置づけに
ついて 

(2) 想定されるテーマ、仮説について 
(3) 重要と考えられるテーマ、仮説について 
(4) 次回以降の進め方について 

3 2019年 11月 18日（月）
13:00-15:00  

株式会社 
三菱総合研究所 

(1) 第 2回のまとめ 
(2) 基本計画について 
(3) Society 5.0実現に向けた取組をより具体
化・加速化するための方策について 

(4) 次回以降の進め方について 
4 2019年 12月 4日（水）

15:00-17:00  
日本学術会議 (1) 第 2・3回のまとめ 

(2) 重要テーマ、検証すべき仮説についての
調査進捗の検討 

5 2020年 1月 17日（金）
15:00-17:00  

日本学術会議 (1) 内閣府のエビデンスシステムについて 
(2) 科学技術領域群の特定について 
(3) 重要テーマ、検証すべき仮説についての
調査進捗の検討 

l 基本計画の射程 
l 大学のガバナンス 
l 大学への資金配分の全体設計 
l スタートアップ振興 

6 2020年 2月 10日（月） 
15:00-17:00  

日本学術会議 (1) 重要テーマ、検証すべき仮説についての
調査進捗の検討 

 

NISTEP日本学術会議 NEDO-TSC
JST-
CRDS/RISTEX

CSTI

MRI/未来工研

CSTIでの
検討へ貢献

助言
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2. 第 5期基本計画のレビューに関する調査・分析等 

第 5 期基本計画に記載された項目に関し、関係府省庁で実施された関連施策の実施状況
等を整理（2.1）し、第 5 期基本計画の策定の際に設定された目標・指標の達成状況につい
て定量的または定性的な調査・分析等（2.2）を行った。関連して、研究開発法人の活動に関
する調査（2.3）Society 5.0の浸透度に関する調査（2.4）も実施した。 

2.1 関連府省の政策情報収集 

第 5期科学技術基本計画の各項目に、どの程度の予算措置がされているか、内閣府が整理
している行政事業レビュー情報を活用して試行的な集計を実施した。 

2.1.1 集計方法 

ここでは、第 5期科学技術基本計画の期間中に、科学技術基本計画の大項目の別にどの程
度の予算措置がなされているかを把握することとした。 
具体的には、次のような方法により試行的な集計を行った。 

l 科学技術基本計画の項目と各事業と関係は明確には整理されていないため、単純に
集計することはできない。そこで、各省庁が公表している「行政事業レビューシート」

の事業概要の記述（テキスト）を基に、基本計画の小項目の記述（テキスト）との類

似度を分析ソフトによって算出した。 
l 次に、個々の事業趣旨を勘案した再判定を行い、最大の類似度の章に紐づけて集計を
行った。 

l この際、基本計画の 2-5章に該当する事業を抽出することとした。運営交付金（大学
除く）は分類対象外とした。行政事業レビュー作成対象外の事業は、「分類不能」と

して記載した。 

2.1.2 集計結果 

以上の方法で集計した結果は表 2-1の通りである。 
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表 2-1 第 5期科学基本計画の章別の関連事業の当初予算額（試行的な集計） 

 

（出所）内閣府の科学技術関係予算のリスト、第 5期科学技術基本計画を用いて類似度分析を行ったもの
を三菱総合研究所において集計 
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2.2 目標値・主要指標の整理 

2.2.1 調査目的 

第 5期基本計画では、目標・指標を活用し、基本計画の進捗及び成果の状況を定量的に把
握し、フォローアップを毎年度行う、としている。 
本調査では、第 5期基本計画の策定の際に設定された目標・指標の達成状況について把握
し、さらにその要因について定量的または定性的な調査・分析等を行った。 

2.2.2 調査概要 

目標・指標に関するデータ収集とともに、達成に課題がある一部の目標値について、優れ

た取組みと考えられる事例について調査を実施した。 

(1) 指標の収集・整理・紐付け 

総合科学技術・イノベーション会議が示す第 5期科学技術基本計画における目標値・指標
として、以下の内容が示されている。 

l 目標値 

ü 我が国全体の科学技術イノベーションの状況について、達成すべき状況を定量的
に明記することが特に必要かつ可能なものとして、基本計画本文の中に設定され

ている。 

l 主要指標 

ü 我が国全体の科学技術イノベーションの状況を俯瞰的に把握するための指標であ
り、「第５期科学技術基本計画における指標及び目標値について」（以下、有識者

議員ペーパー）において設定されている。（平成 27年 12月 18日総合科学技術・
イノベーション会議有識者議員ペーパー） 

そこで、基本計画本文中に示された「8つの目標値」及び第 5期基本計画策定前の有識者
議員ペーパー（2015年 12月）で提示された「21の主要指標」に対するデータ収集を実施し
た。 

(2) 目標値に関連する優れた事例の調査 

一部の目標値（ダイバーシティの推進、若手研究者の採用、研究力の強化、産学連携の推

進、人材流動性の向上）について、大学や国立研究開発法人における優れた取組み事例を抽

出し、文献調査及びインタビュー調査を実施した。 

2.2.3 指標の収集・整理・紐付け 

(1) 調査対象とした指標・目標値 

第 5期科学技術基本計画に示された指標・目標値について、入手可能なデータを収集・整
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理した。入手は各種統計情報を中心とした公開情報に基づくものと、国立研究開発法人に対

するアンケート調査（詳細は 2.3研究開発法人に関する調査を参照）により実施した。 
以下に、第 5期基本計画における「8つの目標値」と「21の主要指標」の一覧を示す。 

表 2-2 第 5期科学技術基本計画における目標値 

No. 基本計画中における記載 
基本計画中の

該当ページ 

1 
40歳未満の大学本務教員の数を１割増加させるとともに、将来
的に、我が国全体の大学本務教員に占める 40歳未満の教員の割
合が３割以上となることを目指す。 

26 

2 
女性研究者の新規採用割合に関する目標値（自然科学系全体で

30％、理学系 20％、工学系 15％、農学系 30％、医学・歯学・
薬学系合わせて 30％）を速やかに達成。 

27 

3 
我が国の総論文数を増やしつつ、我が国の総論文数に占める被

引用回数トップ 10％論文数の割合が 10％となることを目指す。 
30 

4 

我が国の企業、大学、公的研究機関のセクター間の研究者の移

動数が２割増加となることを目指すとともに、特に移動数の少

ない、大学から企業や公的研究機関への移動数が２倍となるこ

とを目指す。 

36 

5 
大学及び国立研究開発法人における企業からの共同研究の受入

金額が５割増加となることを目指す。 
36 

6 

研究開発型ベンチャー企業の起業を増やすとともに、その出口

戦略についてＭ＆Ａ等への多様化も図りながら、現状において

把握可能な、我が国における研究開発型ベンチャー企業の新規

上場（株式公開（ＩＰＯ）等）数について、２倍となることを

目指す。 

38 

7 
我が国の特許出願件数（内国人の特許出願件数）に占める中小

企業の割合について 15％を目指す。 
41 

8 大学の特許権実施許諾件数が５割増加となることを目指す。 41 
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表 2-3 第 5期科学技術基本計画における主要指標 

政策目的 主要指標 

未来の産業創造と社会

変革に向けた新たな価

値創出 

○非連続なイノベーションを目的とした政府研究開発プログラ
ム（数/金額/応募者数/支援される研究者数） 
○研究開発型ベンチャーの出口戦略（IPO数等） 
○ICT関連産業の市場規模と雇用者数 
○ICT分野の知財、論文、標準化 

経済・社会的な課題へ

の対応 

課題毎に特性を踏まえ以下の観点でデータを把握 
○課題への対応による経済効果（関連する製品・サービスの世

界シェア等） 
○国や自治体の公的支出や負担 

○自給率（エネルギー、食料自給率等） 
○知財、論文、標準化 

科学技術イノベーショ

ンの基盤的な力の強化 

○任期無しポストの若手研究者割合 
○女性研究者の採用割合 
○児童生徒の数学・理科の学習到達度 
○論文数・被引用回数トップ１％論文数及びシェア 
○大学に関する国際比較 

イノベーション創出に

向けた人材、知、資金

の好循環システムの構

築 

○セクター間の研究者の移動数 
○大学・公的研究機関の企業からの研究費受入額 
○国際共同出願数 
○特許に引用される科学論文 
○先端技術製品に対する政府調達 
○大学・公的研究機関発のベンチャー企業数 
○中小企業による特許出願数 
○技術貿易収支 
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(2) 第 5期基本計画期間中における取組状況・達成状況の概観 

表 2-4 第 5期基本計画における目標値の進捗状況 

 
*2015年-2017年に出版された論文の平均値。2018年末までの被引用数に基づく。 
（注 1）下線太字は、最新値が目標値に到達していることを示す。 
（注 2）（参考値）は、2013年（度）の数値。（）書きで記載。第 5期基本計画で基準年値として示され
てはいないが、経年変化の参考として記載。ただし、②女性研究者の新規採用割合は、取得された

データの制限により、大学等は 2014年、研究開発法人は 2015年度を記載。 
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2.2.4 目標値に関連する優れた取組み事例の調査 

第 5期科学技術基本計画中で設定した一部目標値に関係するテーマとして、「ダイバーシ
ティの推進」「若手研究者の確保」「研究力の強化」「産学連携の推進」「人材流動性の向

上」に注目し、各テーマでの先進的な大学・国立研究開発法人での取組状況について、文献

調査またはインタビューで把握・分析した。 

表 2-5 調査対象テーマ及び各テーマに関連する目標値の達成状況等 

テーマ 目標値の達成状況等 

研究力の 
強化 

総論文数に占める被引用回数トップ 10％（補正）論文数の割合は 8.4％
（目標値 10％）。 
トップ 10％論文数は目標値とし、トップ１％論文数は主要指標として
活用する。 

ダイバーシ

ティの推進 

医学・歯学・薬学以外の自然科学系で、女性研究者の目標値（採用割合

30％）は現時点で達成できていない。 
基本計画上では、大学及び公的研究機関における実態を把握することに

なっている。 

若手研究者

の採用 

40歳未満の大学本務教員の推移を見ると、実数、割合共に減少してお
り現時点で目標値未達である。 
5期基本計画の開始前から、40歳未満の大学本務教員は既に減少傾向で
あったが、それを反転させるという目標設定である。 

人材流動性

の向上 

セクター間の研究者の移動数は基準年度比で 3.5％の増加（目標値は 2
割）したものの現時点で目標未達である。 
特に大学からの移動、企業への移動が少ない。 

産学連携の

推進 
大学等及び研究開発型法人における民間企業からの共同研究の受入額は

66%増加であり、現時点で目標を達成している（目標値は 5割）。 
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(1) 研究力の強化 

1) 状況の分析 

図 2-1 に示すように、日本全体の論文数の 74%を大学等部門が占めており、次いで公的
機関部門、企業部門となっている。2000 年前後で公的機関部門が企業部門を抜き、存在感
を増している。企業部門は 1993年以降、減少傾向にあり、存在感が低下し続けている。 
図 2-2 は、大学等部門を論文数シェアに基づく大学グループ分類を用いて 4 つに区分し
てみる。論文数は、第 1Gから第 4Gのそれぞれが、一定の割合を保って推移している。一
方、Top10%補正論文数については、2012年前後から 2016年にかけて第 1Gの割合が低下し
ている。 
しかし、大学によっては、Top10%補正論文数の割合が増加している場合もある。図 2-4、
図 2-5のように、筑波大学、岡山大学、広島大学、早稲田大学、中部大学、慶應義塾大学は
1997年から 2013年にかけて、Top10%補正論文数の割合が増加傾向にある。 
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図 2-1 論文数、Top10%補正論文数、Top1%補正論文数の部門別構造 

【分数カウント法】 

（出所）科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室 村上昭義 伊神正貫『科学研究の

ベンチマーキング 2019－論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本の状況－』（2019年） 
（注 1）Article, Reviewを分析対象とし、分数カウント法により分析。3年移動平均値である。 
（注 2）「大学等部門」には、国立大学、公立大学、私立大学、高等専門学校及び大学共同利用機関法人
を含む。 

（注 3）「公的機関部門」には、国の機関、国立研究開発法人等及び地方公共団体の機関を含む。 
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図 2-2 論文数、Top10%補正論文数別構造【分数カウント法】 

（出所）科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室 村上昭義 伊神正貫『科学研究の

ベンチマーキング 2019－論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本の状況－』（2019年） 
（注 1）Article, Reviewを分析対象とし、分数カウント法により分析。3年移動平均値である。 
（注 2）「第 1G」には、論文数シェアが 1%以上の大学のうち、シェアが特に大きい上位 4大学（大阪大
学、京都大学、東京大学、東北大学）を含み、それ以外の大学を「第 2G」、論文数シェア絵が
0.5%以上 1%未満の大学を「第 3G」、0.05%以上 0.5%未満の大学を「第 4G」とした。 

（注 3）「公的機関部門」には、国の機関、国立研究開発法人等及び地方公共団体の機関を含む。 

 
図 2-3 主要国立大学の論文数に占める Top10%補正論文数の割合（1/2） 

（出所）未来工学研究所作成 
（注 1）「1999-2003」、「2004-2008」、「2007-2011」、「2009-2013」は『研究論文に着目した日本の大
学ベンチマーキング 2015』の数値、「1997-2001」、「2002-2006」は『研究論文に着目した日本の
大学ベンチマーキング 2011』の数値を使用。 

（注 2）左から「2009-2013」における数値が大きかった順に並んでいる。 
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図 2-4 主要国立大学の論文数に占める Top10%補正論文数の割合（2/2） 
（出所）未来工学研究所作成 
（注 1）「1999-2003」、「2004-2008」、「2007-2011」、「2009-2013」は『研究論文に着目した日本の大
学ベンチマーキング 2015』の数値、「1997-2001」、「2002-2006」は『研究論文に着目した日本の
大学ベンチマーキング 2011』の数値を使用。 

（注 2）左から「2009-2013」における数値が大きかった順に並んでいる。 

 
図 2-5 主要私立大学の論文数に占める Top10%補正論文数の割合 

（出所）未来工学研究所作成 
（注 1）「1999-2003」、「2004-2008」、「2007-2011」、「2009-2013」は『研究論文に着目した日本の大
学ベンチマーキング 2015』の数値、「1997-2001」、「2002-2006」は『研究論文に着目した日本の
大学ベンチマーキング 2011』の数値を使用。 

（注 2）左から「2009-2013」における数値が大きかった順に並んでいる。 
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2) 調査結果と示唆 

(1)1)のとおり、Top10%補正論文数の割合が増加している大学、国立研究開発法人に対し
インタビューを実施し、研究力に関する強み・弱み、研究力強化の方針、具体的取組、効果

的な取組とするためのポイントを把握した。把握した内容は、研究力の規定要因（図 2-6）
の仮説に沿って整理し、どの規定要因に対し、どのような取組が研究力向上に効果的なのか

を分析した。 

 

図 2-6 研究力の規定要因 

（出所）三菱総合研究所作成 

得られた示唆は以下のとおりである。 

l （限界）生産性が高い研究者への資金・時間の重点配分 

ü 組織全体での研究力向上には、（研究資金や研究者が一定であるならば）研究生産
性が高い（限界生産性が高い）研究者に研究時間、資金を集中することによって組

織全体の研究生産性が高まる。 
ü 前提として、組織に所属する研究者の（限界）研究生産性には個人差がある 1。ど

の研究者が（限界）生産性が高いかを見極めることが重要である。既に成果を出し

ているトップ層の場合もあれば、伸びしろがあるミドル層の場合もある。データや

装置があれば成果が出る分野もある。組織内の研究活動を見える化していくこと

も学内の重点的な資源配分のために有効と考えられる。 
ü 研究資金の重点配分方法としては、外部資金獲得の奨励・支援、組織内研究資金の
配分が考えられる。 

ü 研究時間の重点配分方法としては、事務職員配置等による管理運営時間の削減や、
特に大学においてはバイアウト制の導入等による教育時間削減が挙げられる。 

ü これに加え、組織内のあるグループに研究生産性の高い研究者を集中させるとグ

                                                        
1 ただし、研究分野の違いには留意する必要がある。 

「研究力」

資金

研究者数
（HC）

研究時間

研究に適した
環境整備（施
設設備、支援
人材等）

論文数・被引用数

教育時間
大学院
進学者数

管理運営
時間

投じる資金が不足している

優秀な若手人材が
研究者を目指さない

（他の時間に奪われて）
研究時間が
確保できない

論文数・被引用数では
研究力が表現し切れていない

研究者以外が
担うべき業務に
忙殺されている

施設設備の
整備が不十分
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ループ内の他の研究者が刺激を受け、研究生産性が高まる場合があること、同時に、

この刺激はグループ全体の研究の質向上にも寄与する。 

l 組織的な国際連携による国際共著論文の増加 

ü 組織的に国際連携を強化していくことが国際共著論文の増加に有効である。 

l 国内外からの優秀な研究者の確保 

ü 特に国立研究開発法人については大学との連携は優秀な研究者の確保の面からも
有効である。 

l 論文数に留まらない研究力の把握 

ü 単純に論文数を見るのではなく、研究内容全体に目配りしたマネジメントが重要
である。 

a. 早稲田大学の取組 

l 研究力強化への取組 

ü 科研費・COE 等の外部研究資金を獲得したことにより論文数が増加している（内
訳でも外部資金を獲得した分野で論文数が増加した）。 

ü 研究活動に関わる博士課程学生・研究者は増えていない。人員増ではなく一人当た
りの論文数が増加している可能性がある。 

ü 2009年から研究戦略センター（2019年 6月からリサーチイノベーションセンター
研究戦略部門に名称変更）を設置。部局間の壁は高くないため、組織横断的な大型

プロジェクトの獲得に成功した。 

l 効果的な取組 

ü 論文を書ける研究者に資金と時間を集中。次代の中核研究者、重点領域研究という
仕組みで研究費やスペースの配分、バイアウト等による研究時間の創出に取り組

んでおり、今後は対象を拡大する。 

l 今後の取組 

ü 国際共著論文は多いが、さらに国際共同研究を推進することでレピュテーション
を向上させる。 

b. 広島大学の取組 

l 研究力強化への取組 

ü 大学独自の KPI である AKPI®2の導入により大学全体での年間の論文数は確実に

増加している。現状、AKPI®は、論文の量を測る観点が主であり、「質」に関して
は、分野により異なり、また年を経るにつれ、変わっていくものである。AKPI®は、
経年的に広島大学全体の「大学力」をモニターすることを目的の一つとしているた

め、これには、「質」を測る観点は、含めない。しかし、他の指標の中で、「質」

                                                        
2 Achievement-motivated Key Performance Indicators：目標達成型重要業績指標<https://www.hiroshima-
u.ac.jp/sgu/page02_02> 
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を測る観点に関する検討を進めている。 

l 今後の取組 

ü AKPI®は本学だけのものだが、その概念は一大学で閉じるものではない。複数大学
で、教員という知的資源を共有化する仕組み（Common-KPI：C-KPI）を構築し、す
でに運用を開始している。それにより、授業担当者を複数大学から選んだり、共同

研究等の活発化を図ることが可能となる。同時に、各教員のエフォートを適切に把

握することができる。 

c. 岡山大学の取組 

l 研究力強化への取組 

ü 重点分野への集中支援による研究拠点形成が基本方針。以前から特徴のある拠点
やグループに対する支援を実施。文部科学省の研究大学強化促進事業の採択以降

は、より重点分野に対して集中的に支援。取組開始から 10数年が経過したが、今
後もこの基本方針は大きく変わらない。 

l 効果的な取組 

ü 当初（研究大学強化促進事業）は、NISTEP 論文ベンチマーキング調査 3で第 2層
となった分野（物理、基礎生命科学、臨床医学）を重点分野として選定。現在は、

論文分析ツールを用いた客観的指標と各部局の意向等を総合的に判断し、重点分

野を選定。もともと強みとする領域をさらに伸ばす。 
ü 研究拠点での論文生産性の向上により、大学全体の論文数、トップ 10％論文数割
合も増加。研究拠点のアクティビティを上げていくことで、大学全体のアクティビ

ティ向上を目指す。 
ü 1つの研究拠点形成（最終ゴールの一つの形は自立運営した研究所として部局化す
ること）に至るまでには、10 数年の長いスパンで捉えることが重要。特に、拠点
形成前後の初期段階での重点的な支援が求められる（ここで波に乗ればあとは拠

点が自主的に頑張ってくれることが成長する拠点の特徴）。 

l 今後の取組 

ü 既に形成された研究拠点の周辺領域への支援により裾野を広げることと、拠点形
成に至りそうな研究グループ育成・支援にシフトしていく想定である。 

ü 論文数・質ともに 60歳以上のシニア研究者が伸びを担っている。若手研究者育成
が課題だと認識しており、RECTOR4や研究教授制度 5を開始している。 

                                                        
3 科学技術・学術政策研究所『研究論文に着目した日本の大学ベンチマーキング 2015-大学の個性を活か
し、国全体としての水準を向上させるために- [調査資料-243]』（2015年） 
4 「大学改革促進のための国際研究拠点形成プログラム<https://www.okayama-
u.ac.jp/tp/release/release_id614.html> 
5 「研究教授」制度<https://www.okayama-u.ac.jp/up_load_files/press30/press-180927-12.pdf> 
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d. 物質・材料研究機構（NIMS）の取組 

l 研究力強化への取組 

ü 海外連携や大学とのネットワーク構築を積極的に推進する等により、NIMS全体で
国際的に優秀な人材の獲得を推進してきたことが、成果につながっていると考え

られる。 
ü NIMSは研究環境に強み。欲しい人材がいれば、研究環境整備を含めてある程度の
範囲内で処遇面の個別調整をすることもある。 

l 効果的な取組 

ü 外部資金獲得は理事長のリーダーシップにより積極的に実施するよう奨励。外部
資金獲得の好循環が生まれているのは、資金獲得奨励や支援制度の効果が出始め

たことによると考えている。 
ü NIMS全体での論文数は近年増加しているが、単純な数の増加ではなく、研究力向
上に本質的に寄与する活動が望ましい。量のみならず質を重視（例えば、レビュー

論文を書くことをエンカレッジ。論文数が少ない拠点は拠点長に状況を聞くこと

もあるが、あくまでもモニタリング指標）。 
ü 数値目標は目立つので最終目標だと捉えられてしまう傾向があるが、設定した背
景が重要。設定した目標に向かって講じられた施策を議論することが重要。 
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(2) ダイバーシティの推進 

1) 状況の分析 

本節では、我が国の女性研究者が置かれた状況について把握するため、国別比較の他、国

内の分野別、大学別の比較を行った。 
まず、各国の女性研究者数についてみると、我が国は英国、ドイツに続き多くなっている。

一方、女性研究者の割合では、2018 年で 16.2％となっており、調査国中最も低くなってい
る（図 2-7）。各国における、部門別の女性研究者数割合についてみると、いずれの国にお
いても、「大学」の割合は大きい傾向にあり、「企業」の割合は小さくなっている。（図 2-7）。 

 

図 2-7 男女別の研究者数と女性研究者数の割合（各国比較） 

（注）研究者数はヘッドカウントである。 
（出所）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2019」

<https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2019/RM283_24.html> 
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図 2-8 部門別の女性研究者割合（国別比較） 

（注）研究者数はヘッドカウントである。 
（出所）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2019」

<https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2019/RM283_24.html> 

我が国の状況については、女性研究者の候補となる高等教育段階（ここでは「大学」）に

おける女子学生の割合に注目し、続いて、大学における女性教員の分野別、大学別の割合に

ついて整理した。 
自然科学系（理学、工学、農学、医学・歯学、薬学・看護学等）における大学（学部）の

女子学生の割合は、一貫して増加傾向にある。特に、農学、医学・歯学、薬学・看護学等で

は、女子学生の割合が高い一方、工学、理学では、3割を下回っている（図 2-9）。 
また、国立大学全体及び基幹 7大学において、女性教員職階別の割合・人数についてみる
と、割合ではどの大学でも「教授」において、最も女性の割合が低い。また、教員全体の割

合でみると、名古屋大学、大阪大学においては、国立大学の平均値を越えている等、大学に

よる違いがみられる（図 2-10）。 
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図 2-9 大学（学部）学生に占める女子学生の割合 

（出所）内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書 令和元年版」
<http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r01/zentai/html/honpen/b1_s00_01.html> 

 
図 2-10 国立大学全体及び基幹 7大学における女性教員職階別比率と人数 

（出所）九州大学男女共同参画推進室「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）」平成 30
年度事業報告、<http://danjyo.kyushu-u.ac.jp/activity/?r_mode=2> 
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我が国における、科学技術が関係するダイバーシティ推進施策・制度は、特に第 3期科学
技術基本計画が開始される 2006 年以降進められてきている（表 1-1）。個々のダイバーシ
ティ推進に関連する施策は、通常 5～6年間であり、中には 1年間のものもある。 
先行調査によると、「『モデル育成事業』『加速事業』等のプログラムは、3年または 5
年の期限付き政策誘導型補助金事業であり、持続可能性という問題を孕んでいる」と指摘さ

れている。この指摘に関連して、事業期間中に大学に雇用された任期付の担当者が、事業終

了後に機関に留まることができず、任期終了に伴い蓄積されてきた知識やノウハウの継承

がされないという問題点も指摘されている 6。また、同じ先行調査において、「『ダイバー

シティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）及び（連携型）』では 6年の事業計画のうち
初めの 3 年を補助するという方式がとられているが、規模が小さく体力のない大学は応募
に躊躇する可能性もある」と言及されている。7 

表 2-6 科学技術が関係するダイバーシティ推進施策・制度 

年度 関連施策・制度等 
1985 「男女雇用機会均等法」制定 
1994 総理府に「男女共同参画推進本部」を設置 
1996 国の審議会等への女性委員の登用促進を決定 
1999 「男女共同参画社会基本法」を施行 
2000 「男女共同参画基本計画」策定 

2001 
内閣府に「男女共同参画局」、「男女共同参画会議」設置 
女性国家公務員の登用促進を決定 

2003 
男女共同参画推進本部決定「女性のチャレンジ支援策の推進について」（「2020 
年までに、あらゆる分野で指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも 30％
程度」にという目標を掲げる） 

2005 「男女共同参画基本計画（第 2次）」策定 

2006 
「第 3期科学技術基本計画」 
「女性研究者支援モデル育成事業」（～2012年度） 

2008 「女性の参画加速プログラム」決定 
2009 「女性研究者養成システム改革加速事業」（～2014年度） 

2010 
「男女共同参画基本計画（第 3次）」策定 
「最先端・次世代研究開発支援プログラム (NEXT)」（採択件数に対する女性研
究者の割合を 30％を目標に掲げる） 

2011 
「女性研究者研究活動支援事業」（～ 2016 年度） 
「第 4期科学技術基本計画」策定 

                                                        
6 横山 美和・大坪 久子・小川 眞里子・河野 銀子・財部 香枝「日本における科学技術分野の女性
研究者支援政策――2006 年以降の動向を中心に」ジェンダー研究、第 19号（2016）
<http://www2.igs.ocha.ac.jp/wp-
content/uploads/2016/02/04%E6%8A%95%E7%A8%BF%E8%AB%96%E6%96%87-%E6%A8%AA%E5%B1%B1
%E3%83%BB%E5%A4%A7%E5%9D%AA%E3%83%BB%E5%B0%8F%E5%B7%9D%E3%83%BB%E6%B2%
B3%E9%87%8E%E3%83%BB%E8%B2%A1%E9%83%A8.pdf>及び有識者インタビューに基づく。 
7 前脚注の文献と同様である。 
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2015 

「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）及び（連携型）」（～

2021年度） 
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」成立

「男女共同参画基本計画（第 4次）」策定 
2016 「第 5期科学技術基本計画」策定 
（出所）横山 美和・大坪 久子・小川 眞里子・河野 銀子・財部 香枝「日本における科学技術分野

の女性研究者支援政策――2006 年以降の動向を中心に」ジェンダー研究、第 19号（2016）
<http://www2.igs.ocha.ac.jp/wp-
content/uploads/2016/02/04%E6%8A%95%E7%A8%BF%E8%AB%96%E6%96%87-%E6%A8%AA%E5%
B1%B1%E3%83%BB%E5%A4%A7%E5%9D%AA%E3%83%BB%E5%B0%8F%E5%B7%9D%E3%83%
BB%E6%B2%B3%E9%87%8E%E3%83%BB%E8%B2%A1%E9%83%A8.pdf>及び第 5期科学技術基本
計画に基づき作成 

2) 調査結果と示唆 

第 5 期科学技術基本計画では、女性研究者の新規採用割合に関する目標値が定められて
おり、2018年度時点では、目標値（30％）には到達していない状況である。 
文献調査の実施及び文部科学省科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ研究環境

実現イニシアティブ」採択機関 2大学に対するインタビューを実施した。 
大学等研究機関への示唆及びダイバーシティ推進施策推進に関する示唆として、以下の 3
点が挙げられる。 

l 大学のトップマネジメントによる女性研究者の活躍促進の重要性 

ü 本調査で対象とした 2機関はいずれも、学長の理解の下、女性の理事・副学長のト
ップマネジメントに基づき女性研究者の活躍を推進している。女性の副学長が着

任し、トップマネジメントに関与することで、部局長レベル、研究科長レベルでの

多段階での女性採用促進にも伝播する好循環が見られる。 
ü 女性研究者採用のための工夫は様々であり、多様性が見られる。学長裁量経費の確
保、女性研究者の採用に関する学内意識改革、女子大学とのクロスアポイントメン

トの促進、優秀な研究者の積極的な確保、学内外の意思決定過程への女性参画の促

進、男性職員の共同参画活動への積極的な巻き込み等、個別の工夫を行っている。 

l 高等教育段階の女子学生の一層の確保 

ü 女性研究者の採用を増やすためには、女性研究者の候補となる高等教育段階の女
子学生の入学者を増やすことが考えられる。 

ü 大学の学部への入学から博士号取得までには通常 9年以上かかり、その後、ポスト
ドクターを経て就職するまでには更に数年を要する。すなわち、学生確保の取組か

ら、研究者数・割合としての成果が現れるには、10 年以上の息の長い取組が必要
になる。 

l ダイバーシティ推進プログラムの接続性・一貫性に対する一層の配慮 

ü 科学技術が関係するダイバーシティ推進事業（プログラム）の単位は 1年から 5年
間であり、いずれも期限付きの補助金事業である。10 年以上の長期の視点でダイ
バーシティ推進を位置づけている大学もあることから、施策の接続性・一貫性への

一層の配慮が必要と考えられる。 
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ü 特に大学側から見れば、事業期間中に雇用した任期付の担当者を、事業終了後直ち
に機関に留めることが困難となり、任期終了に伴い蓄積されてきた知識やノウハ

ウの継承がされないケース等が報告されている。 
ü 長期的視点に基づくプログラムの設計と併せて、複数の大学で人材を長期的に確
保可能とする取組など、大学側が長期的に人材を確保できるような方策が必要で

ある。 

a. 東北大学の取組 

l 女性研究者確保のための方針 

ü ダイバーシティ推進において、学部入学から、研究者としての自立までフォローす
るためには、10 年以上の長いスパンで状況の観測・分析と、問題の洗い出しと対
応策の検討・実施を継続的に行っている。現状において、政府の講じるダイバーシ

ティ推進プログラムの単位は長くとも 5 年程度であり、プログラムの変更に大学
の方針を合わせていくことには限界もある。 

ü 国立大学法人の第 3期中期計画中期目標の平成 28～令和 3年度の期間で、女性教
員在籍率（19％）、新規採用職員に占める女性教員の割合（30％）達成の目標を置
いて推進しており、いずれも増加傾向にはある。しかし、女性研究者の人数が少な

い自然科学系分野に著しく偏っている東北大学では、大学の規模も鑑み、女性教員

の採用割合を増やすことは容易ではない。大学全体の女性教員の在籍率を 1％増や
すにも、女性教員を数十名のレベルで、かつ現状では候補となる女性研究者の少な

い自然科学系をメインに確保しなければならないためである。 

l 具体的な取組 

ü 女性研究者を採用・昇任するための総長裁量経費を確保し、女性教員の積極的な採
用や上位職への昇任に関する取組を行っている。また、男女ともに優秀な候補がい

れば、女性を優先的に採用する方針を大学の総意として教員公募の際に明記し、応

募者へのアピールを行っている。 
ü また、女子大学との協定に基づく教員のクロスアポイントメントや、企業で働く女
性研究者を女性教員として採用するクロスアポイントメントの促進をはかり、女

性研究者の見える化によって女性教員が参画しやすい環境づくりや女子学生への

ロールモデル提供にも取り組んでいる。 
ü 女性上位職（准教授、教授）の採用や女性役員への登用・育成にも力を入れており、
評議員構成員のうち片方の性が１割未満にならないことをルール化し、意思決定

機関におけるダイバーシティ推進を進めている。 
ü 研究科によっては、採用・昇任時の枠を大括りにし、同時採用の複数ポストのうち

1名は女性にするなど、女性が応募しやすくなるためのあらゆる策を尽くしている。 
ü 大学において女性研究者数を増やすに際して、スター研究者だけを確保しようと
すると、女性研究者全体のエンパワーメントにはつながりにくい。多様なモデルを

作る必要があると考えている。 
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l 女性研究者確保のための工夫 

ü 女性研究者が 1 名も在籍していない「ゼロ部局」を解消する取組に注力すること
で、女性教員採用への障壁が下がり、女性教員の割合増加にもつながっている。 

ü 女性副学長自らがマネジメントに関与し、部局長、評議員等を含めた学内女性研究
者のネットワークづくりを進めることにより、下位職から上位職までの女性採用

促進に伝播し、好循環につなげる工夫をしている。 

b. 九州大学の取組 

近年多くの機関が女性限定公募により女性研究者の確保に取り組んでいるが、九州大学

の「女性枠」は数値上の単純な増加ではなく、研究者の質に主眼をおき「優秀な女性」研究

者の獲得を目指したユニークな取組である。女性の活躍の機会を阻害するのは無意識下の

先入観（無意識のバイアス）と仮定し、それに対して「女性枠」で採用した研究者の論文の

質が高いことをデータ上で証明している。女性枠システムの成功は外部にも評価され、これ

を土台に後継の幹部候補向け人材育成プログラムを展開する等、地道な取組を継続的に続

けている。 

 
図 2-11 九州大学女性教員数・比率の推移（左図） 
基幹 7大学女性教員比率の変化（右図） 

（出所）九州大学男女共同参画推進室「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）平成 30
年度事業報告、<http://danjyo.kyushu-u.ac.jp/activity/?r_mode=2> 

l 女性研究者確保のための方針 

ü 数値上で単純に女性比率の増加を目指すのではなく、「優秀な女性」研究者を増や
す取組を継続して行うことに主眼をおき、地道に推進する。 

ü 女性を優遇するのではなく、女性が活躍できる環境を整備する。 

l 具体的な取組 

ü 文部科学省の補助事業の採択を契機に、総長リーダーシップの下に全学的取組の
「女性枠設定による教員採用・養成システム」（以降、女性枠システム）をスター
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トした。優秀な女性を採用することを目的とした女性限定の国際公募のユニーク

な取組で、10年間で世界中から約 50人を採用した。 
ü 女性への理解の少なさである無意識下の先入観（無意識のバイアス（Unconscious 

Bias））に対して、「男女別職位別の論文業績分析」で女性枠採用教員の論文の質
の高さをデータで証明した。 

ü 「女性枠システム」の実績が土台となり、後継として、新たに女性、若手（と外国
人）を対象とした将来の幹部候補向けの内部昇格システムである「ダイバーシテ

ィ・スーパーグローバル教員育成研修（SENTAN-Q）」を開始。 
ü SENTAN-Q も上位職の数値上での増加ではなく、世界トップレベルの研究教育力
を実践的に身につけてグローバルな舞台で活躍する研究と教育のスキルを持つ教

員の育成を目指した人材育成プログラムとして推進中。 

l 女性研究者確保のための工夫 

ü 「女性枠システム」により学内における意識改革（無意識下での先入観や偏見を取
り除く）を実施した。 

ü 「女性枠システム」を成功させた実績により学内の部局への理解も進み、協力的で
ある。これは「女性枠システム」をスタートさせた当時（10 年前）とは状況が全
く異なる 

ü 「「女性枠システム」を地道に継続的に取り組んだことは外部にも高く評価されて
いる。1つ 1つの取組を積み上げた結果が現在の成功につながっている。 
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(3) 若手研究者の採用 

1) 状況の分析 

全大学の本務教員の年齢階層別割合の推移についてみると、25歳から 39歳までの年齢階
層において減少しているのに対し、40歳以上の教員の割合は増加傾向にある。 
また、全大学における採用教員数については、39 歳以下が最も多くなっているが、全大
学における採用教員の割合についてみると、25 歳から 39 歳までの年齢階層において減少
し、40歳以上の階層で増加傾向にある。これは、40歳以上（特に 40歳代）の採用教員数の
増加の影響によるものである。この傾向に関連して、科学技術指標 2019では、「高い研究
業績を要求する（ポスドク等の任期付きポジションを経た後に採用される）傾向、あるいは

実務経験者や各種専門家を求める傾向が強まっていること」を指摘している。 

 
図 2-12 大学本務教員の年齢階層構成（大学別） 

（注）本務教員とは、当該学校に籍のある常勤教員。 
（出所）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2019」

<https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2019/RM283_28.html> 
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図 2-13 大学本務教員の採用割合に関する年齢階層構成 

（注）「本務教員」として採用された教員を指す。本務教員は、当該学校に籍のある常勤教員。 
（出所）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2019」

<https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2019/RM283_28.html> 

2) 調査結果と示唆 

第 5期科学技術基本計画に示された目標値「40歳未満の大学本務教員の数を 1割増加さ
せる」「将来的に、我が国全体の大学本務教員に占める 40歳未満の教員の割合が 3割以上
となることを目指す」ことについては、40歳以上の大学本務教員数が増加傾向にある以上、
これまでの延長線上での取組では、達成することは今後も困難であると考えられる（ただし、

今回の比較対象とするデータの最新年は、2016年度であることに留意が必要である）。 
仮に目標値の達成を目指すのであれば、各大学における若手教員の積極的な採用だけで

なく、シニア教員数の抑制や、若手教員も含めた処遇の柔軟な運用も考慮する必要がある。 
若手研究者の獲得戦略については、大学や国立研究開発法人において、例えば以下の方法

等により、様々な工夫がなされている。 

l ポストを保証する制度、仕組みを導入する 
ü テニュアトラック制及び任期終了後のテニュアポストを確保した実例を作り、
対外的にアピールする。 

ü 昇進時の年数規定や処遇を柔軟化し、若手研究者が挑戦しやすい環境を作る。 
l 若手研究者が目標とするような世界トップレベルの研究者を招聘する 
ü 若手研究者が目標とするような世界トップレベルの研究者を（兼務でも）招聘し、
その研究者に自由な研究環境を用意し、一緒に研究をしたい若手研究者を集め

る環境を整備する。 
l 魅力的な研究環境を提供する 
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ü 「魅力的な研究環境」の例としては、処遇に加え、高い研究水準、優秀な同僚研
究者の存在、潤沢なスタートアップ研究費（研究を開始するにあたっての初期費

用）の提供、優秀なスタッフの確保、充実した共用施設・設備の整備、研究室運

営の裁量権付与等がある 8。 
l 入職後の若手研究者の育成制度を充実させる 
ü 新任の研究者を対象として、研究進捗把握、助言、よろず相談などに柔軟に対応
する仕組みとしてメンター制度を導入する。 

a. 広島大学の取組 

l 女性研究者・若手研究者支援は、10 年以上も前から文部科学省の科学技術振興調整
費等を継続的に途絶えることなく獲得しつつ取り組んできている。 

l 全新任教員対象にメンター制度を導入する予定である（2020年 4月～）。 

ü 原則 2 名で、女性教員の場合は女性 1 名を、若手研究者に対しては研究室のトッ
プと関係ない人材等、全学の視点を取り入れている。 

ü 学長を本部長とする人材育成本部を設置し、FD委員会、SD委員会を置き、FD委
員会がメンターを管轄している。 

b. NIMSの取組 9 

l 世界トップレベルの研究者をフルタイム・フルコミットメントで招聘するには、人材
獲得に多くの困難を要する。そのため、NIMSでは、若手研究者を世界中から集め育
てる試みを ICYS（若手国際研究センター）で行っている。 

l ICYSでは、ポスドクレベルの若手研究者を年 2回、世界中から募集し、研究テーマ
は自由で最長 3年雇用している。若手の研究者にとっては非常に好条件で、毎回 100
人程度の応募がある。応募が多いことで、国際的にも知られるようになった。ICYS
で採用した研究者は、他の NIMS職員の 4倍の生産性をあげている。 

l 採用した若手研究者 1人あたり「2名」のメンターを付け、研究進捗把握、助言、よ
ろず相談などに対応する仕組みを設けている。 

l 給与以外にも、事務支援、サポートスタッフ等も含め、若手研究者 1名あたり 1,000
万円のコストをかけている。 

                                                        
8 出所は文部科学省委託調査「人材獲得のための資金等に係る国際水準調査の報告書」
<https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/kokurituken/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2016/08/15/1375576_05.pdf>に
基づく。本調査は、国内外の公的研究機関において優秀な役職員又は研究者の獲得に必要な資金等の水準

及び事例からまとめたものであるが、若手研究獲得においても共通する要件と考えられるため引用した。 
9 NIMS「国際化」によるイノベーション推進
<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/innovation_dai2/siryou6.pdf> 
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(4) 人材流動性 

1) 状況の分析 

セクター間の人材の流動に関しては、第 5期基本計画でも重視して取り組んでいるが、現
在までにほとんど変化していない。特に、大学から企業への移動が進んでおらず、国内で大

学、企業等のセクター間を移動した研究者の割合は、平成 19 年度と平成 29 年度を比較し
ても同水準のままである。 

 
図 2-14 セクター間の人材の流動（平成 19年度→平成 29年度） 

（出所）内閣府「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」（仮称）の検討について 
<https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20190912/siryo1.pdf> 
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図 2-15 転入者の流れ（2018年度） 

（出所）NISTEP「科学技術指標 2019」 

日本で人材交流を促進して流動性を高めるための方策として考えられものとして、所属

の変更を伴わずに「移動」や「交流」が可能な制度がある（例；出向制度、兼業・副業制度

等）。 
国として支援する在籍型出向制度であるクロスアポイントメント制度も所属を変更せず

に移動を可能とする制度の 1つである。これは、出向元機関と出向先の機関の間で「出向に
係る取り決め」を実施するするとともに、出向者（＝教職員）が、出向元及び出向先それぞ

れと労使関係があり、各機関の責任の下で業務を行うことが可能となる仕組みである。利用

状況を見ると、自機関からの出向で、大学から企業以外（大学→大学、大学→研究開発法人

等）は、平成 29年度 221人、平成 30年度は 619人であるが、大学から企業への移動は平成
29年度 7人、平成 30年度も 17人に留まっている（平成 29年度以前は 0件）10。 

                                                        
10 文部科学省「平成 30年度大学等における産学連携等実施状況について」（令和 2年 1月 17日）より 
<https://www.mext.go.jp/content/20200109_mxt_sanchi01_000003783_02_01.pdf> 
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表 2-7 クロスアポイントメントを活用した教職員数 

 

（出所）文部科学省「平成 30年度大学等における産学連携等実施状況について」（令和 2年 1月 17日）
より「２－１クロスアポイントメント制度の実施状況」 
＜https://www.mext.go.jp/content/20200109_mxt_sanchi01_000003783_02_01.pdf＞ 

先行調査 11では人材の流動化における産学官それぞれにおける現状と取組状況から以下

のような想定される課題が挙げられている。特に企業と大学や公的研究機関の意識（マイン

ド）の違いは両者間にある根底にある課題として考えられる。 

  

                                                        
11 産業競争力懇談会 COCN「産学官技術人材流動化プログラム」（産業競争力懇談会 2015年度プロジェ
クト 最終報告）（2016年 3月）<http://www.cocn.jp/report/thema87-L.pdf> 
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表 2-8 人材の流動化に関する課題 

想定される課題 内容 
人事制度に関す

る課題 
産学官の全てにおいて、それぞれの人事制度やルール、具体的には、

新卒採用、終身雇用、退職金制度が要因の一つと考えられる。変化し

てきているとはいえ、産学官それぞれが横並び的な集団的人事管理シ

ステムを基本としている中では、他の組織に移りたいと考える技術人

材がいても、そのハードルとリスクが高いのが現状。 
キャリアパスに

関する課題 
大学の研究者が民間に移籍しない要因の一つに、産学官での長期的キ

ャリアパスの違いが挙げられる。優秀な研究者にとっては、給与や地

位以上に、研究者としての自由度を重視する傾向がある。企業によっ

ては、研究フェロー制度のような長期的な研究者としてのキャリアの

保証を制度化している例も見聞するが、極めて少数である。 
民間企業の研究

開発のスタイル

に関する課題 

民間企業では、研究開発における自前主義が根強い。技術を自主開発

し、これを担う技術人材を社内で教育して育てる。自前主義は多大な

コストがかかることもあり、近年いわゆるオープンイノベーションが

盛んになってきたが、大学や公的研究機関の開発技術、特許、ノウハ

ウを活用することはあっても、研究者の雇用に結び付くまでには至っ

ていない。 
人材のミスマッ

チに関する課題 
産学官の人材のミスマッチも課題である。技術分野で見ると、理工系

人材を必要とする企業の大半はものづくりに関わっているが、大学に

おける基礎工学、溶接、鋳物などものづくりに関わる講座や教育機会

が激減していることが、企業ニーズとのミスマッチを引き起こしてい

る要因の一つと考えられる。 
人材の意識に関

する課題 
技術者の志向として、企業では新しい製品やサービスを生み出しイノ

ベーションを起こすことが求められるが、大学や公的研究機関では学

問志向や技術探求型が多い。この志向の違いも流動化が進まない原因

の一つであろう。 
（出所）産業競争力懇談会 COCN「産学官技術人材流動化プログラム」（産業競争力懇談会 2015年度プ
ロジェクト 最終報告）（2016年 3月）＜http://www.cocn.jp/report/thema87-L.pdf＞ 

2) 調査結果と示唆 

技術移転や人材の有効活用の面から人材の能力発揮のためには人材の流動性確保が重要

と考えられるが、年金等の制度や、終身雇用・後払い賃金・遅い昇進を特徴とした我が国の

雇用慣行の下では、完全な移籍だけではなく、多様な形態の「流動性」を促進していくこと

が有効と考えられる。 
この多様な形態による「流動性の促進」を考えた場合、村上由紀子「国立大学研究者の知

識源：パーソナルネットワークは重要か」では、「研究者の知識の獲得方法」に着目してい

る。特に、研究者個人のつながりである「パーソナルネットワーク」に焦点を当て国立大学

の研究者に実施したアンケート調査で検証しており、研究者は知識を獲得するために、パー
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ソナルネットワークを他の方法（出版物、学会・研究会、ウェブ）と組み合わせて利用し、

研究者の重要な知識吸収源となっている結果を得ている。また、「パーソナルネットワーク

のコンタクトを有していることで、別なコンタクトへの紹介につながり、知識源を拡大する

意味でもパーソナルネットワークは重要である」としている 12。また、例えば、イノベーシ

ョンの創出を目的とする「人の移動（や交流）」であれば、所属の変更等や物理的な移動を

伴わずとも「知識を外部から取り入れる」仕掛けづくりをすることで技術や知識の交流は一

定程度可能であり、セクターを超えた人的ネットワークの強化等、多様な手段を講じていく

ことが有効であると後述の有識者との意見交換からも示唆を得ている。 
表 2-8の先行調査での「意識の違い」の指摘にあるように、特に学から産への移動が非常
に少ない背景としては、学と産との間にあるマインドの違いが根底にあり、所属変更するこ

とにベネフィットを感じる人が少ないのではないかと考えられる 13。中長期的には流動を

促すとしても、短期的には所属を変えずに済むような「仕掛け」をつくることで知の流動が

進む可能性もある。本調査における有識者との意見交換の結果を以下に示す 14。 

l 日本の社会環境や制度上の課題（給与体系、長期型雇用制度、年金問題） 

ü 知識と知識が新たに結合して何かが誕生する際には、より異質なもの、（多用な意
味で距離的に）遠いものが結合した方がドラスティックなものが誕生する可能性

あり。 
ü 産学の「制度的（文化的、組織的）」な距離は大きい。知識を外部から入れる方策
としての「人の移動」は重要な手段。人の移動に伴い知識も移動する。 

ü 日本の社会の仕組みの中で、産学の間で所属の変更を伴う人の移動は、マインドセ
ットも異なるため、容易ではない。 

ü 日本の社会の前提として長期雇用制度が基本にある。一般論として人の移動には
給与制度が常に課題として伴う。 

ü 産と学との根本的な価値観の違いがある中で人の流動性を高めるのであれば、意
識的に仕掛けをつくることが重要。一般論として、移動先で自分の処遇、または、

研究環境が向上しなければ、人は動かないので、動く人の立場の視点でのサポート

が必要。 

l 産とアカデミアとのマインドの違い 

ü アカデミアと産では認知システム、インセンティブシステムがそもそも異なる。ア
カデミアと産業では評価の対象が異なり、アカデミアは disciplineベース、一方の
産業は、消費者ニーズに対応する問題解決とそれに対する貢献である。 

l キャリアアップ、キャリアパスの多様化を推進する仕組みが不十分 

ü 博士卒の専門や関心が企業のニーズとあわず限定的でマッチングが難しい。企業
にとっては「のびしろ」のある修士の方が良いという見方も。 

                                                        
12 村上由紀子「国立大学研究者の知識源：パーソナルネットワークは重要か」（研究・イノベーション学
会年次学術大会講演要旨集 33: 795-798（2018））＜https://dspace.jaist.ac.jp/dspace/handle/10119/15711＞ 
13 産から学への移動に関しては比較的多くみられる。例えば、山形大学の卓越研究教授やスーパーイノベ
ーター（産学連携教員）は、研究環境の整備や待遇を考慮し主に企業等から優秀な外部人材を積極的に採

用している。 
14 村上由紀子教授（早稲田大学政治経済学術院）との意見交換より。 
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ü 日本の大学の理工系の研究室の多くがクローズドで教育も限られているため、ア
カデミアのマインドセットをもった学生が博士課程に進学しアカデミア向きの研

究者が育成される。 
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(5) 産学連携の推進 

1) 状況の分析 

我が国では、第 5期科学技術基本計画の開始間もなく、「日本再興戦略 2016（平成 28年
6月 2日閣議決定）」において、「2025年度までに大学・国立研究開発法人に対する企業の
投資額を OECD 諸国平均の水準を超える現在の 3 倍とすることを目指す。」との政府目標
が提示された。また、文部科学省と経済産業省は、これまでの産学官連携で行われる共同研

究は小規模であるとして、同年 11月に「産学官連携による共同研究強化のためのガイドラ
イン」をまとめた。 
第 5 期科学技術基本計画で設定した目標値（大学及び国立研究開発法人における企業か
らの共同研究の受入金額が 5割増加となることを目指す）は達成されている。その背景とし
ては、多くの大学において、民間企業との共同研究が活発に行われたことが挙げられる。文

部科学省「平成 30年度大学等における産学連携等」においても、以下の調査結果が示され
ている 15。 

l 研究資金等受入額（共同研究・受託研究・治験等・知的財産）は、約 3,432億円（前
年度比約 143億円、4.3％増）。 

l 民間企業からの研究資金等受入額（共同研究・受託研究・治験等・知的財産）は、約
1,075億円（前年度比約 115億円増加（12.0増）。このうち、共同研究については、
約 683億円で研究資金等受入額全体の約 63.5%を占め、全体の伸びを牽引。 

l 民間企業との共同研究において、「研究費受入額」は約 683億円（前年度比約 74億
円増（12.2％増）） 

l 1 件当たりの受入額は 2,493 千円だが、1 件当たり 1,000 万円以上の共同研究に係る
受入額は約 329億円と、前年度と比べて約 42億円増（14.5%増）、共同研究全体の半
数近くを占めている（約 48.3％）。 

 

また、先行調査では、民間企業との大型の共同研究が行われているとされる米国大学での

産学連携に関して、以下の点が重要である、としている（図 2-16）。 

l 大学企業に対して、大型の研究テーマを提案し、プロジェクトを形成する機能がある
こと。また、テーマの提案・企業とのプロジェクト形成のために、企業との関係構築

を強化する機能や、学内のプロジェクト形成機能を有していること。 
l 組織トップによる産学連携マネジメントとそれを可能とする資金配分マネジメント
が機能していること。 

ü 具体的には、大学において、研究担当副学長等に大きな責任と権限が与えられてい
ること。研究担当副学長等は学長へ、また、研究担当副学長からは、産学連携関連

部署へのレポートラインを有していること。 
ü 各組織における必要資金について把握できるよう、管理会計が強化されているこ
と。 

                                                        
15 文部科学省「平成 30年度大学等における産学連携等実施状況について」（令和 2年 1月 17日）より
<https://www.mext.go.jp/content/20200109_mxt_sanchi01_000003783_02_01.pdf> 



 

36 
 
 

l 教員が産学連携に十分取り組める環境を作り出すために、大学において、教員が産学
連携活動に集中できる環境を構築する等のインセンティブを与えると共に、ディス

インセンティブを取り除く必要があること。 

 
図 2-16 米国等の有力大学における産学連携のマネジメント 

（出所）文部科学省委託「海外大学における産学連携のマネジメント・制度に関する調査」
<https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/1409478.htm> 

2) 調査結果と示唆 

国内で産学連携を推進する 2 大学に対する文献調査またはインタビューを実施し、産学
連携活動の方針、具体的取組について把握した。先行調査も踏まえ、産学連携の推進に際し

得られた示唆は、以下の通りである。 

l 企業との長期的な関係構築と企業のニーズ・課題を踏まえ、大型の研究テーマを企業
に提案する仕組みを持つこと 

ü 共同研究講座形式等、日常的な接点を増やすことによって、企業からのニーズ・課
題を踏まえて強みを有する研究領域を特定し、企業とも長期的な関係構築をはか

りながら、産学連携の形態を進化させていくことが重要である。 
ü 企業から持ち込まれた大型テーマに対して、組織横断的に学内の研究者を結集す
る仕組みを有していることは、大型の産学連携実現に有効である。 

ü 大学から企業への提案能力を高めるために、企業の実務経験者の登用を行うこと
も有効である。 

l 組織トップによる産学連携マネジメントを実現すること 

ü 産学連携活動に関する決定権限やレポートラインを副学長に集約するなど、全学
的な視点からの最適化をはかることが重要である。 

l 産学連携を支える教員の教育活動への負荷軽減と適切な評価 

1

1 提案によるプロジェクト形成機能強化

2

企業との関係構築機能

学内のプロジェクト形成機能

大型の共同研究

1

2 研究担当副学長等による
産学連携活動全体のマネジメント

2

共同研究開始・実施における
全学的な意思決定

産学連携活動資金の戦略的な配分

3 研究担当副学長（VPR）等の
キャリアパス確立

1

3 産学連携を支える教員・職員の育成と評価

2

産学連携を担当する職員の
専門家としての育成

教員の産学連携活動への評価

3 産学連携活動を行う教員の負荷軽減

1

4 産学連携を支える資金のマネジメント

2

管理会計によるコスト把握と
戦略的な資金配分

部門別の経営責任

3 エビデンスに基づいた間接経費比率の設定

4 研究費からの人件費（相当）の獲得

5 産学による組織的なベストプラクティス共有

大型共同研究を実現するための機能

機能を支える仕組み
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ü 産学連携活動を行う教員が当該活動に集中できるよう、教育活動の負荷を下げ、教
員の役割に応じて、論文活動のみならず、産学連携活動での評価を行うことも有効

である。 

a. 山形大学の取組 

産学連携を効果的に推進するための一例として、組織のトップマネジメントによる分野

への集中投資、大学改革（人事制度等）、外部人材の戦略的活用等が考えられる。 
山形大学は、大学存続に対する危機意識が常にあり、地方大学の組織・人員の規模が小さ

いことを逆手にとり、顔が見える近い距離で、トップと関係部署担当者との密なやりとりを

通じて、地域も巻き込んで推進する戦略を採った。 
同学では、法人化を転機として大学改革に着手し、地方大学の限られた経営資源を自覚し

て世界トップを目指せる分野（有機 EL）に集中投資した。学長及び理事・副学長のトップ
マネジメントの下、主に工学部を中心として、人事制度改革、外部人材の積極的な採用、独

立採算制による産学連携センターの設立・運営等を行っている。 

l 産学連携推進の取組の特徴 

ü 重点分野（有機 EL）への集中投資による拠点化と分野横展開 
ü トップマネジメントによる人事制度改革（教員所属組織の一元化、教授会の権限の
明確化）、担当理事に人事立案権限を集中し、学部・学科に閉じない教員人事の実

施。 
ü 優秀な若手研究者や外部資金を稼げる企業系経験者を戦略的に採用（卓越研究教
授制度、スーパーイノベーター等）。好待遇と研究に専念できる環境を整備。 

ü 国の公募事業を活用して独立採算制を導入した産学連携センター（全体で年間 10
億円）の設立・運営。大学に閉じることなく、国内外企業や地方自治体と積極的に

連携し、大学中心に地域も変えていく構想である。 

l 今後の取組み 

ü 実用化研究・橋渡し機能の更なる強化を目的とした外部法人化を検討中である。地
方大学は、旧帝大と比べ財務基盤が弱いため、活動を支援する新たな組織や制度が

必要である。特にスーパーイノベーターの任期は 10年であり、今後の雇用の安定
化を図る上でも外部化が必要であると考えている。 

b. 大阪大学の取組 16 

大阪大学では、産業界と大学とが連携して産業創出拠点を構築する目的で「共同研究講座」

と「協働研究所」を設置しており、企業のニーズ・課題を踏まえた大型の研究テーマ実現の

好事例と考えられる。 
共同研究講座は、民間企業からの出資を受け入れ、大学の教員と出資企業からの研究者と

が共通の課題について対等の立場で共同研究を行うことで優れた研究成果を獲得すること

                                                        
16 大阪大学「共同研究講座・協働研究所の開設」<https://www.osaka-
u.ac.jp/ja/research/i_on_c/collaborative_lab> 
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を目指している。共同研究講座の設置目的は共同研究であることで研究に専念できる。同講

座は大阪大学内に独立した研究組織として設置され、大阪大学と出資企業間で協議しなが

ら研究を行い、柔軟かつ迅速に研究活動を運営することを特徴としており、従来の共同研究

制度や寄附講座制度とは異なる効果を狙っている。 
一方の協働研究所は、企業の研究組織を大阪大学内に誘致し、多面的な産学協働活動を展

開する拠点である。企業と大阪大学が共通の場で相互に研究の情報・技術・人材・設備等を

利用して、研究成果の産業への活用促進、研究高度化、双方の高度人材育成を目指す制度で、 
人文・社会・自然科学のいずれの分野も、またはこれらを通じた学際的領域についても研究

対象とすることを可能としている。また同大学内の部局（研究科、附置研究所、附属病院等）

の制限なく設置可能となっている。 
大阪大学を嚆矢とする共同研究講座は他の大学にも同様の制度として広がっている。大

学と企業が物理的に近い、日常的にコミュニケーションを行える距離で研究を行うことが

互いの理解を深め、産学連携の成果につながることを産も学も認識しているためと考えら

れる。 

 
図 2-17 大阪大学の共同研究講座と協働研究所の概要 

（出所）「大阪大学が目指すイノベーションエコシステム」
<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/suishinkaigo2018/innov/dai5/siryou7.pdf> 
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図 2-18 大阪大学の共同研究講座等設置数推移 

（出所「大阪大学が目指すイノベーションエコシステム」
<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/suishinkaigo2018/innov/dai5/siryou7.pdf> 

「大阪大学コマツみらい建機協働研究所」は、2006 年に大阪大学に設置された「大阪大
学・コマツ共同研究講座」を発展的に解消して、より広範囲な領域で深く産学連携を推し進

めるために、大阪大学の協働研究所制度により大阪大学とコマツが共同で設置した研究所

である 17。 

                                                        
17 大阪大学コマツみらい建機協働研究所<http://www.jrl.eng.osaka-u.ac.jp/komatsu/Site/Welcome.html> 
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図 2-19 協働研究所の例（大阪大学コマツみらい建機協働研究所） 

（出所）「大阪大学が目指すイノベーションエコシステム」
<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/suishinkaigo2018/innov/dai5/siryou7.pdf> 
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2.3 研究開発法人に関する調査 

2.3.1 調査目的 

内閣府（科学技術・イノベーション担当）では、科学技術基本計画及び統合 イノベーシ
ョン戦略に基づき、客観的根拠に基づく政策を推進するために、我が国の科学技術・イノベ

ーション関係活動の状況、科学技術基本計画及び統合イノベーション戦略に基づく指標デ

ータを把握することを目的として、独立行政法人等の科学技術関係活動に係る資源投入の

状況や活動状況に関する調査を継続的に実施している。 
2019 年度は、先行して 11 月に内閣府にて「研究開発法人の現状やニーズに関する調査」
（以下、先行調査）を実施しているが、設問内容を精査し、関係する法人の活動状況につい

て調査を行うこととした。 

2.3.2 調査概要 

(1) 調査対象 

自ら研究開発を行う研究開発法人（研究開発型独立行政法人）の 29法人を対象として、
「研究開発機能に関する調査」として実施した。今回調査対象とした府省・法人の一覧は以

下の通りである。 
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表 2-9 調査対象府省・法人一覧（2019年度現在） 

所管府省 
法人

№ 
法人名（2019 年度現在） 

総務省 201 情報通信研究機構 

財務省 301 酒類総合研究所 

文部科学省 

 

401 国立科学博物館 

402 物質・材料研究機構 

403 防災科学技術研究所 

404 量子科学技術研究開発機構 

407 理化学研究所 

408 宇宙航空研究開発機構 

409 海洋研究開発機構 

410 日本原子力研究開発機構 

厚生労働省 

 

510 医薬基盤・健康・栄養研究所 

502 労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

504 国立がん研究センター 

505 国立循環器病研究センター 

506 国立精神・神経医療研究センター 

507 国立国際医療研究センター 

508 国立成育医療研究センター 

509 国立長寿医療研究センター 

農林水産省 

 

601 農業・食品産業技術総合研究機構 

604 国際農林水産業研究センター 

605 森林研究・整備機構 

606 水産研究・教育機構  

経済産業省 
701 産業技術総合研究所 

702 石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

国土交通省 

801 土木研究所 

802 建築研究所 

803 自動車技術総合機構 交通安全環境研究所 

804 海上・港湾・航空技術研究所 

環境省 901 国立環境研究所 

 
なお、今年度の調査では、専ら資金配分業務を実施する以下の資源配分機関の 4法人につ
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いては調査対象外とした（括弧内は所管府省）18。 

l 日本医療研究開発機構（内閣府、文部科学省、厚生労働省及び経済産業省） 
l 科学技術振興機構（文部科学省） 
l 日本学術振興会（文部科学省） 
l 新エネルギー・産業技術総合開発機構（経済産業省） 

(2) 調査方法 

各法人の現況は調査票（EXCEL形式）によるアンケート調査形式で把握することとした。
本調査への協力依頼は、内閣府より各法人の所管府省、所管府省から各法人対して行った。 

l 調査対象期間：平成 30年度（2018年度）の各法人における活動を対象とした。 
l 調査実施期間：2019年 12月 23日～2020年 1月 17日（金） 
調査票は 2020年 2月 17日付で全数回収をした。 

 
調査票配布数と回収数は以下のとおり。調査票は 2020年 2月 17日付で 29法人全数を回
収した（回収率 100％）。 

表 2-10 調査票配布数と回収数（2019年度現在） 

配布数 回収（回収率） 
29 29（100％） 

 
各法人から回収した調査票を確認し、回答に不備があった場合は法人（またはとりまとめ

た所管府省）に差し戻して再提出を依頼した。 

(3) 設問の構成 

今年度調査の設問の構成は以下のとおり。調査票は巻末参考資料にて示す。 

表 2-11 設問の構成 

分類 見出し 設問概要 回答 
シート名 

基本情報 所管府省名・法人名 回答する法人および所管府省の名称 府省・ 
法人名 

法人の収入・支出 法人の収入・支出総額と内訳 A1 

目的積立金・繰越金・競

争的資金 
目的積立金の申請・認定額、繰越金実績、

競争的資金の獲得額 
A2 

多様な人材の確

保・活用 
多様な研究者の在籍・

採用状況 
各種研究者の在籍・採用人数 B1 

                                                        
18 なお、この 4機関以外の資金配分機能を有する国立研究開発法人海洋研究開発機構、国立研究開発法人
医薬基盤・健康・栄養研究所、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構に関しては、本調査対

象としている。 
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多様な研究者確保の取

り組み② 
転出したポスドクの進路、テニュアトラ

ックの整備状況 
B3 

研究関連人材の確保 各種研究関連人材の確保状況、橋渡し人
材の確保状況 

B4 

国際・セクター間

の連携・交流 
セクター間の人材流動

の促進 
研究者の採用・転入・転出、常勤研究者

による民間企業との兼業状況、研究者流

動に配慮した人事制度・協定 

C1 

国際的な人材流動の促

進 
海外への派遣研究者数、海外からの受入

れ研究者数 
C2 

研究・教育における各

種連携の推進 
研究協力協定、機関・セクターをまたい

だ共同研究、連携大学院 
C3 

産学連携研究・技術移

転・橋渡し① 
民間企業との共同・受託研究、技術指導 D1 

産学連携活動の PDCA 産学連携活動の定期的・継続的なモニタ
リング・評価 

D3 

成果の量と質 論文の創出状況 論文発表数 E1 

組織運営 組織運営改善の取り組

み 
有識者委員会等の設置、その他組織運営

改善へ向けた取り組み 
F1 

その他 その他 施設・設備の共用 G1 
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2.3.3 調査結果概要 

研究開発法人全体の 2018年度の収入（割合）は、運営費交付金が 656,460百万円（52.0％）、
施設整備費補助金が 53,262百万円（4.2％）、その他収入が 553,807百万円（43.8％）であっ
た。 

 
図 2-20 研究開発法人の収入（全体、金額） 

（注）独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構を除く。 

 

 
図 2-21 研究開発法人の収入（全体、割合） 

（注）独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構を除く。 
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研究開発法人全体の 2018年度の支出（割合）では、研究費が 661,656百万円（51.0％）と
約半数を占めており、次いで人件費 339,595 百万円（26.2％）、その他経費 162,882 百万円
（12.6％）と続いている。 

 
図 2-22 研究開発法人の支出（全体、金額） 

（注）独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、独立行政法人労働者健康安全機構を除く。 

 

 
図 2-23 研究開発法人の支出（全体、割合） 

（注）独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、独立行政法人労働者健康安全機構を除く。 
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2.4 Society 5.0浸透度調査 

2.4.1 調査目的 

第５期科学技術基本計画において、サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合し、社会

的課題解決と経済的発展を同時に達成する「Society 5.0（超スマート社会）」を、世界に先
駆けて実現することが掲げられた。 
本調査では、第 5期科学技術基本計画の実行期間の 4年目である 2019年度時点において、

Society 5.0が社会（国民、企業等の多様なステークホルダー）にどの程度浸透しているのか
を把握することを目的とした。また、Society 5.0を意識した取組を既に行っている関連組織
にインタビュー調査を実施し、Society 5.0を実現する上での課題・阻害要因等を把握するこ
とも目的とした。 

2.4.2 調査概要 

(1) 調査対象及び調査方法 

本調査では、国民、企業等、社会の多様なステークホルダーを調査対象とした。調査対象

及び調査方法は以下の通り。 

表 2-12 Society 5.0浸透度調査 調査対象及び調査方法 

調査対象 調査方法 
国民 l Webアンケート調査 

企業 
l 有価証券報告書における、Society 5.0関連ワードの出現状況調査 
l Society 5.0への関心が示唆された企業へのインタビュー調査 

国立研究開発 
法人 

l 国立研究開発法人の年度計画における、Society 5.0 関連ワードの
出現状況調査 

l 年度計画に Society 5.0を記載している国立研究開発法人へのイン
タビュー調査 

国立大学 
l 国立大学の年度計画における、Society 5.0 関連ワードの出現状況
調査 

自治体 
（都道府県・政

令指定都市） 

l 官民データ活用推進計画策定状況調査 
l Society 5.0 の実現に関わる取組を行っている自治体へのインタビ
ュー調査 

府省 
l Society 5.0 及びその社会像に関連するワードを事業目的・概要に
含む事業を調査 

海外政府 
（一部） 

l 各国の主要な科学技術政策文書における Society 5.0への言及状況
調査 
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2.4.3 結果整理 

(1) Society 5.0の浸透度について 

Society 5.0の実現や、関連する研究に携わる各ステークホルダーにおいて、Society 5.0は
ある程度浸透し始めている傾向がみられ、「Society 5.0時代」へ入りつつあることが示され
た。 
他方、その浸透の広さ・深さは、各ステークホルダーや各組織により差がある。各ステー

クホルダーや各組織における浸透度は下表にまとめる（表 2-13）。 
総じて、Society 5.0という用語に対する認知度は低く、Society 5.0という用語を組織内で、
または組織目標等で対外的に使用する段階にあるステークホルダーは少ない。ただし、

Society 5.0という社会像に対する理解は一定程度あり、また Society 5.0の実現に資する要素
技術の開発等の取組も進んでいる。したがって、Society 5.0が明確に意識されてはいないも
のの、着実に Society 5.0へ日本が向かっている様子はうかがえる。 
今後は、各ステークホルダーの共通のビジョンとして Society 5.0 が使用される段階にま
で浸透していくことが課題となる。 

表 2-13 Society 5.0浸透度調査 結果整理 

調査対象 浸透状況 根拠データ 

国民 

ü Society 5.0という用語に対する認知度は約 1割
程度で浸透度は低いものの、Society 5.0で実現
する社会像に対しては半数以上が理解を示し

た。 
ü キャッシュレスやヘルスケア分野では不安を
抱く国民が多い一方で、行政のデジタル化等の

分野には国民の強い期待がうかがえる。 

ü Web アンケート調
査 

企業 

ü Society 5.0の社会像そのもの、その関連技術の
どちらに関しても、2016 年以降企業の関心が
高まっている。ただし、Society 5.0の社会像そ
のものに何らかの関心があると考えられる企

業は、50社程度と多くはない。 
ü 上記の企業には情報・通信業が多い。上場市場
（企業規模や歴史の新旧）による傾向は特に認

められない。 

ü 有価証券報告書に
おける関連ワード

の出現状況 
ü Society 5.0の社会像
への関心が示唆さ

れた企業例 
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国立研究

開発法人 

ü Society 5.0やその関連技術について、年度計画
において何らかの形で触れている国立研究開

発法人（一部、活性化法対象の中期目標管理法

人を含む）は増加傾向にあり、その書きぶりか

ら、約 2 割の法人は Society 5.0 を明確な意識
がうかがえる。  

ü 上記の法人は、Society 5.0の実現に向けた研究
開発などに取り組んでいる。 
 

ü 国立研究開発法人
の年度計画におけ

る、Society 5.0関連
ワードの出現状況 

ü Society 5.0実現に向
けた取り組み事例 

国立大学 

ü Society 5.0やその関連技術について、年度計画
において何らかの形で触れている国立大学は

非常に少なく、Society 5.0が大学で強く意識さ
れているとはいいがたい。 

ü 一部、Society 5.0の実現を中心的に担う人材育
成や、Society 5.0実現のための研究事業に取り
組む大学もある。 

ü 国立大学年度計画
における、Society 
5.0 関連ワードの出
現状況 

府省 

ü 2015～2018 年度の行政事業において、事業目
的・事業概要に Society 5.0またはその社会像に
関連するワードを含み、Society 5.0を明確に志
向しているとうかがえる事業は、25 程度と多
くない。 

ü 「Society 5.0」及び
その社会像に関連

するワードを事業

目的・概要に含む事

業一覧 

自治体 
（都道府

県・政令

指定都

市） 

ü 半分程度の都道府県・政令指定都市の総合計
画・構想中において、Society 5.0に触れており、
程度の差はあるが、これらの自治体には意識が

広がっていることがうかがえる。 
ü 国の方針に寄らず、自地域の課題を解決する手
段として IoT や AI、ロボットなどの技術を位
置づけ、結果的に Society 5.0に近づきつつある
地域も存在する。 

ü 総合計画・指針等に
おける、Society 5.0
関連ワードの出現

状況 
ü 官民データ活用推
進計画策定状況 

ü Society 5.0実現に関
わる自治体の取組

み事例 

海外政府

（一部） 

ü 一部の国・地域（米国、欧州、イギリス、ドイ
ツ、フランス、スウェーデン、シンガポール、

中国）の科学技術の政府の基本文書では、日本

の Society 5.0への言及は確認できない。 
ü シンガポール「デジタルネーション」等、Society 

5.0 に類似する社会像を掲げる国も認められ
る。 

ü 各国の主要な科学
技術政策文書にお

けるSociety 5.0への
言及 
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(2) Society 5.0の実現に向けた示唆・阻害要因等について 

1) Society 5.0をビジョンとしてより明確化し、各組織で再定義可能な状態とする。 

Society 5.0が何を意味するのか、どういったビジョンなのかが分かりづらく、各ステーク
ホルダーが自分事としてイメージしやすい段階にまでブレークダウンすることが難しいと

いうことが大きな課題である。 
Society 5.0の実現に向けて先進的に取り組んでいる多くの組織では、Society 5.0のビジョ
ンを自組織の中で再定義している。またこれらの組織は、「～～版 Society 5.0」のように自
社視点からの Society 5.0のビジョンを描き、在りたい姿からバックキャスト的に、自組織と
して Society 5.0の実現にどのように貢献できるのかを検討している。 
また、Society 5.0は日本発の概念であることに、日本として大きな価値がある。国際標準
化を推進して Society 5.0 の価値を世界に発信することで、国際社会で Society 5.0 の実現に
おける日本のプレゼンスを発揮し、世界に先駆けて Society 5.0 の実現をリードすることが
できる。その結果、国内企業の海外進出の促進等の効果も期待される。 
したがって、国内の各ステークホルダーから、国際的なステークホルダーにまで、認めら

れる Society 5.0のビジョンや価値観を明確に再定義し、打ち出すことが求められる。 

2) Society 5.0の実現に向けた道のりを示す。 

第５期科学技術基本計画では、Society 5.0の概念と、その実現に向けた段階的な国の取組
として、総合戦略 2015 で定められた 11 のシステム開発を先行的に進めることを示してい
る。また、「超スマート社会サービスプラットフォーム」の構築を目指し、それに資する取

組の推進を掲げている。 
しかし、第５期科学技術基本計画において、各種取組の明確なマイルストーンについての

記載はない。また、第５期科学技術基本計画では、Society 5.0の実現をフォアキャスト型で
目指しているため、実際に Society 5.0がどこまで進んだのかが分からない（そもそも定義で
きない）ことが課題としてあげられる。比較対象として、世界に広く浸透している SDGsは、
2030 年までに解決すべき課題として設定され、市民レベルも含めた様々なステークホルダ
ーにまで浸透して、取組が進められている。 

Society 5.0の実現に向けた取組を、各ステークホルダーで推進するためにも、前項で触れ
た通り、Society 5.0のビジョンや Society 5.0で実現する将来像を明確化し、バックキャスト
的にその実現に向けた取り組みが必要とされる。その上では、STI for SDGsでも策定されて
いるようなロードマップは有効であり、ロードマップ等の中で、Society 5.0の実現に向けた
ベンチマーク、KPIを設定することも考えられる。 

3) 国民を含めた、全てのステークホルダーが創り上げる Society 5.0であることを示す。 

Society 5.0の実現において、国民を含めた、全てのステークホルダーによる連携が重要と
なる。とくにデータ連携の重要性は、第 5期科学技術基本計画でも強調されている。Society 
5.0において、データの生み出し手は国民を含む様々なステークホルダーであり、サイバー
空間で統合されたデータはフィジカル空間へ還元され、国民を含む様々なステークホルダ
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ーに還元される。したがって、様々なステークホルダーの連携は、データ連携の観点におい

ても必要な要素である。また社会課題と経済発展を両輪で解決する観点においても、社会課

題の発掘やビジネスモデル形成を通じて、多様なステークホルダーの関与求められる。つま

り、国民を含む様々なステークホルダーによる共創が、Society 5.0の実現には強く求められ
る。日本経済団体連合会（経団連）は、Society 5.0を、「Society 5.0とは創造社会であり、
「デジタル革新と多様な人々の想像・創造力の融合によって、社会の課題を解決し、価値を

創造する社会」19」と再定義しており、多様な人々との共創が本提言においても意識されて

いることがうかがえる。 
前項の通り、Society 5.0のビジョンの明確化は、各ステークホルダー間での Society 5.0の
ビジョンに対する共通認識につながるものである。共通ビジョンを持つことは、これまで関

わりのなかった異分野・異組織間での連携につながり、既にそういった事例が出てきている。

また、Society 5.0の実現においてデータ連携が重要とされているが、ここは必ずしも ICT関
連の組織だけが取り組むものではなく、今まで ICT に関わりのなかった組織が、データ連
携に関わることにも、Society 5.0の大きな価値があると考えられる。 
連携という観点において、Society 5.0の実現を推進するためには、多対多の連携が必要と
される。比較対象として、SDGsは課題そのものであるため、その課題解決に向けた個別の
取組を、各ステークホルダーが単体で実施することが可能である。つまり、SDGsの達成は、
個別のステークホルダーごとの取組の積み重ね（足し算）で実現することが可能であると言

える。他方、Society 5.0 の実現は、個別のステークホルダー単独での取組では達成できず、
各ステークホルダーの連携によって達成できるものである。つまり、複数のステークホルダ

ーの取組が掛け合わせ（掛け算）によって、Society 5.0は実現可能であるといえる。 
Society 5.0の実現には、多様なステークホルダーの連携が重要であり、その連携を実現す
る上で、Society 5.0はいつか訪れる社会ではなく、国民を含む多様なステークホルダーが共
創して創り上げる社会であることを明確に示すことが重要である。 

 

  

                                                        
19 日本経済団体連合会「Society 5.0 -ともに創造する未来-」（2018年 11月） 
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2.4.4 アンケート・文献調査（各ステークホルダーへの Society 5.0の浸透度） 

(1) 国民への浸透度 

1) 調査概要 

a. 調査対象 

10代から 60代まで、約 3000人の一般国民を調査対象とした。 

b. 調査方法 

株式会社三菱総合研究所「生活者市場予測システム（mif）20」の追加調査を活用して、web
アンケート調査を実施した。mifのアンケートパネルである「生活者 30,000人対象のアンケ
ートパネル【ベーシック調査】」に登録されている回答者（20代～60代）については、当
該パネルの既存調査（2000問）結果 21とのクロス集計も実施した。 

 

l 調査実施期間：2019年 10月 10日 ～ 2019年 10月 11日 

 
アンケート調査の回答数は下記の通り。全回答数のうち、回答時間が 30秒以下であった
回答（46件）は、無効回答とした。 

表 2-14 Society 5.0浸透度調査 国民Webアンケート調査 回答数 

全回答数 有効回答数 
3,287 3,241 

 

  

                                                        
20 株式会社三菱総合研究所「生活者市場予測システム（mif）」< https://mif.mri.co.jp/ > 
21 生活者市場予測システム「ベーシック調査設問項目 2019年度版」 < 
https://dl19w3jlhkm4w.cloudfront.net/2019/2019_basic_questions2+.pdf > 
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c. 設問の構成 

本調査の設問の構成は以下のとおり。調査票は巻末参考資料にて示す。 

表 2-15 設問の構成 

分類 見出し 設問概要 

基本属性 22 

性別・年齢 回答者の性別及び満年齢 
就業状況 回答者の主な職業 

専攻分野 
回答者が最後に卒業した学

校における専攻分野 

Society 5.0の浸透度 

Society 5.0の認知 
Society 5.0 及び関連用語の
認知度状況 

Society 5.0の理解 
Society 5.0 で実現する社会
像そのものの理解度状況 

Society 5.0の受容 
Society 5.0 で実現する将来
像に対する【期待】と【不安】

の比較 

 

d. 調査結果の概要 

Society 5.0の認知度は 12.9％であり、SDGs（26.4%）や第四次産業革命（25.3%）と比べ
て認知度が低い結果となった。ただし、男性若年層、学生・生徒、研究開発部門勤務 等、
Society 5.0の認知度が比較的高い属性が存在した。 
回答者の 52.3%は、Society 5.0の目指す社会像を知らなかったものの、説明を受けて理解
することができる結果となった。したがって、Society 5.0の目指す社会像は、認知度は低い
ものの、多くの国民に理解されうるものであるといえる。ただし、20∼30 代女性は Society 
5.0の目指す社会像に対して理解を示さない率が比較的高い。 

Society 5.0で実現する社会像について、行政のデジタル化はとくに国民からの期待が高い
結果となった。一方で、ヘルスケアやキャッシュレスに関しては不安が期待を上回り、国民

の受容性が低いことがうかがえる。 

  

                                                        
22 文部科学省 科学技術・学術政策研究所（NISTEP）「科学技術に関する国民意識調査－ Society 5.0 
－」で使用された調査票項目を一部参照した。 
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2) 調査結果 

a. 回答者属性 

あらかじめ年代・性別ごとの回答者数が同じになる設計としたため、回答者の年代及び

性別は均等に分布している（表 2-16）。 
 

表 2-16 年代・性別 

[N=3241] 男性 女性 
10 代 7.7% 8.2% 
20 代 8.1% 8.3% 
30 代 8.2% 8.3% 
40 代 8.5% 8.6% 
50 代 8.5% 8.5% 
60 代 8.5% 8.6% 
合計 49.5% 50.5% 
総計 100.0% 

 
回答者の現在の就業状況は、「会社員（28.7%）」、「学生・生徒（16.6%）」、「主婦・
主夫（15.9%）」、「パート・アルバイト（13.3%）」の順に多い（図 2-24）。 

 

 

図 2-24 現在の就業状況 
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回答者の最後に卒業した学校での専攻分野は、「該当しない 23」を除くと、「人文・社

会科学系（31.9%）」、「自然科学・工学系（18.7%）」、「その他（9.3%）」、「スポー
ツ・文化芸術系（4.2%）」の順に多い（図 2-25）。 

 

 
図 2-25 最後に卒業した学校での専攻分野 

（注）人文・社会科学系：政治学、経済学、経営学、法学、文学、語学、歴史学、心理学、教育学など 
自然科学・工学系：数学、物理学、化学、生物学、理学、医学、歯学、薬学、看護学、栄養学、農

学、工学、建築学、土木学など 
スポーツ・文化芸術系：体育、音楽、美術、造形、デザインなど 

 

  

                                                        
23 最後に卒業した学校が、「中学校」「高等学校、又は専修学校高等課程」の場合は、「該当しないを回

答する方針とした。 
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b. Society 5.0及び、その他の関連用語の認知度 

各用語に対する認知度を「少なくとも聞いたことがある」（「聞いたことはあるが、意

味は知らない」「意味は知っているが、人に教えられるほどではない」「人に説明できる

ほど、よく理解している」の回答の合計）と定義する。 
Society 5.0の認知度は 12.9%であり、SDGs（26.4%）や第四次産業革命（25.3%）の認知
度と比較しても低い認知度であった（図 2-26）。 

 

 
図 2-26 各用語（Society 5.0等）の認知度 
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Society 5.0の認知度を性別ごとにみると、全体の傾向として、男性の若年層において認
知度が高く、女性の中高年層における認知度は低い結果となった。もっとも認知度が高か

ったのは「男性 20代（22.2%）」で、もっとも認知度が低かったのは「女性 60代（3.9%）」
であった（図 2-27）。 

SDGsの認知度は、「男性 20代（42.5％）」で最も高かった。全体の傾向は Society 5.0
と似ており、男性の若年層において認知度が高く、女性の中高年層における認知度は低

い。また、言葉を聞いたことがあるだけでなく、意味まで知っている割合も Society 5.0よ
りも高い（図 2-28）。 
第四次産業革命の認知度は、「男性 60代（39.9%）」でもっとも高かった。全体の傾向
として、男女ともに中年層の認知度は低いが、若年層及び高年層の認知度は高い（図 
2-29）。 

 

 

図 2-27 Society 5.0の認知度（性別・年代別） 
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図 2-28 SDGsの認知度（性別・年代別） 

 

 
図 2-29 第四次産業革命の認知度（性別・年代別） 
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Society 5.0の認知度を就業状況別にみると、「公務員（21.1%）」や「学生・生徒（20.3%）」
において高かった。他方、「主婦・主夫（6.4%）」や「パート・アルバイト（6.7%）」で
は認知度が低い結果となった（図 2-30）。 

SDGsの認知度も、「公務員（39.4%）」や「学生・生徒（35.6%）」での認知度が高く、
全体の傾向は Society 5.0と似ている（図 2-31）。 

 

 
図 2-30 Society 5.0の認知度（就業状況別） 

（注）N数が 50以下の項目は解釈に含めない。 
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図 2-31 SDGsの認知度（就業状況別） 
（注）N数が 50以下の項目は解釈に含めない。 
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Society 5.0の認知度を就業先部門別 24にみると、情報システム部門（31.4%）や研究・
開発部門（29.7%）において認知度が高かった。もっとも認知度が低かったのは、製造・
工事部門（11.3%）である（図 2-32）。 
就業先部門ごとの、Society 5.0の認知度の全体的な傾向は、SDGsの認知度の傾向と似
ている。SDGsの認知度は、研究・開発部門（59.4%）がもっとも高く、半数以上に認知さ
れている（図 2-33）。 

 

 

図 2-32 Society 5.0の認知度（就業先部門別） 
（注）N数が 50以下の項目は解釈に含めない。 

 

                                                        
24 就業先部門の情報は、三菱総合研究所「生活者市場予測システム（mif）」のベーシック調査結果より
取得。mifに登録されているパネルは 20代～60代の回答者のみのため、10代の回答者は結果に含まれな
い。以降も同様である。 
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図 2-33 Society 5.0の認知度（就業先部門別） 
（注）N数が 50以下の項目は解釈に含めない。 
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Society 5.0の認知度を専攻分野別にみると、「人文・社会科学系（18.3%）」や「自然
科学・工学系（17.1%）」で高い（図 2-34）。 

SDGsの認知度も、Society 5.0の認知度と同じく、「人文・社会科学系（35.7%）」や「自
然科学・工学系（37.2%）」で高いが、「スポーツ・文化芸術系（23.7%）」でも高い（図 
2-35）。 

 

 

図 2-34 Society 5.0の認知度（専攻分野別） 
 

 

図 2-35 Society 5.0の認知度（専攻分野別） 
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c. Society 5.0で実現する社会像への理解 

Society 5.0 で実現する社会像について、「知らなかったが、説明を読んだら分かった
（52.3%）」の回答がもっとも多かった。また「知っている（15.5%）」の回答と合わせる
と、回答者の約７割は、Society 5.0で実現する社会像に理解を示した（図 2-36）。 
性別・年代別にみると、「女性 20代（44.0%）」及び「女性 30代（40.4%）」で「知ら
ないし、説明を読んでも分からない」の回答率が高く、それぞれ 4割を超えている。全体
の傾向として、男性の「知っている」の回答率が女性より高く、高年層になるにつれてそ

の率が高くなる傾向がある（図 2-37）。 
就業状況別にみると、「知らないし、説明を読んでも分からない」の回答率は「主婦・

主夫（38.4%）」においてもっとも高い（図 2-38） 
 

 
図 2-36 Society 5.0で実現する社会像への理解 
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